
豊中市高齢者の肺炎球菌予防接種事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、予防接種法（昭和２３年法律第６８号。以下「法」という。）第５条

第１項の規定により、市長が行う高齢者の肺炎球菌の予防接種（以下「肺炎球菌予防接

種」という）について、法、予防接種法施行令（昭和２３年政令第１９７号）、予防接種

法施行規則（昭和２３年厚生省令第３６号）、予防接種実施規則（昭和３３年厚生省令第

２７号）及び定期接種実施要領（「予防接種法第５条第１項の規定による予防接種の実施

について」（平成２５年３月３０日付け健発０３３０第２号厚生労働省健康局長通知）の

別添「定期接種実施要領」。以下「要領」という。）の規定に定めるもののほか、必要な

事項を定めることを目的とする。 

 

（予防接種の実施方法） 

第２条 肺炎球菌予防接種は、要領第１－５「接種の場所」の規定に基づき当該接種の実

施に関し協力する旨を承諾した市内の医療機関の医師（以下「協力医師」という。）によ

り個別接種で行うこととする。 

 

（対象者の確認） 

第３条 協力医師は、肺炎球菌予防接種を希望する者が予防接種法施行令第３条の表「肺

炎球菌感染症（高齢者がかかるものに限る。）」の項第２号に規定するものに該当するか

否かを認定するために、当該希望者に対し、医師の診断書、身体障害者手帳の写し、そ

の他必要な書類の提出を求めることができる。 

 

（委託料） 

第４条 市長は、第２条の規定により肺炎球菌予防接種を行った協力医師に対し、別表第

１に定める委託料を支払うものとする。 

 

（一部負担金） 

第５条 市長は、法第２８条本文の規定に基づき、肺炎球菌予防接種を受けた者（以下「被

接種者」という。）に対し一部負担金として別表第２に定める額を徴収する。 

２ 前項に規定する一部負担金は、被接種者に肺炎球菌予防接種を行った協力医師が市長

の代わりに受け取るものとする。 

３ 第１項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する者については、一部負担金

の額を不要とすることができる。 

（１）生活保護世帯に属する者 

（２）本人及び世帯員全員が市民税を課されていない者 

（３）中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律による支援給付を受けている者 

（４）前３号に掲げるもののほか特別の事情がある者 

４ 前項の規定を受けようとする者は、事前に、豊中市高齢者用肺炎球菌予防接種事業一

部負担金不要証明書発行申込書を市長に提出するものとする。ただし、市長が特別な理



由があると認める場合はこの限りではない。 

５ 市長は、前項の申込書を審査し、申込者が第３項各号のいずれかに該当すると認める

ときは、当該申込者に対し、豊中市高齢者用肺炎球菌予防接種事業一部負担金不要証明

書を交付する。 

６ 前項の証明書は、発行日から被接種者の６６歳の誕生日前日まで有効とする。なお、

当該証明書の発行は、開庁日に限り発行する。 

７ 第５項の証明書の交付を受けた者は、当該証明書を提出することにより、第２項の規

定により当該協力医師に支払う一部負担金を不要とすることができる。 

８ 市長は、第４項の規定において、肺炎球菌予防接種後、肺炎球菌予防接種扶助費請求

書が提出され、第３項各号のいずれかに該当すると認めるとき、別表第２に定める一部

負担金の額を補助することができる。 

 

（委託料の請求方法） 

第６条 協力医師は、別表第１に定める額に実施件数を乗じて得た額から、被接種者から

受け取った一部負担金の額を差し引いた額を算出し、肺炎球菌予防接種を実施した月の

翌月に市長に対し請求するものとする。 

 

（相互乗入市町の取扱い） 

第７条 豊中市が「北摂地域における高齢者の肺炎球菌予防接種の実施に関する覚書」を

締結している市町との相互乗入の取扱いは当該覚書のとおりとする。 

 

（豊中市民の市外接種） 

第８条 市外で肺炎球菌予防接種を受けようとする者は、事前に、高齢者用肺炎球菌予防

接種市外実施依頼申込書を市長に提出するものとする。ただし、市長が特別な理由があ

ると認める場合はこの限りではない。 

２ 市長は、前項の申込書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるとき

は、医療機関または医療機関が所在する市町村長に対する高齢者用肺炎球菌予防接種市

外実施依頼書を当該申込者に交付する。 

３ 前項の依頼書は、発行日から被接種者の６６歳の誕生日の前日まで有効とする。なお、

当該依頼書の発行は、開庁日に限り発行する。 

４ 市長が発行した第２項の依頼書により、市外の医療機関で肺炎球菌予防接種を受けた

者が、当該接種に係る実費を支払ったときは、市長は、その者が支払った実費から別表

第２の一部負担金の額を減じた額と別表第１の接種委託料から別表第２の一部負担金の

額を減じた額のうち少ないほうの額を限度として、その者に対し補助金を交付すること

ができる。 

５ 前項の補助金を受けようとする者は、市外予防接種費用補助金申込書を市長に提出す

るものとする。 

６ 市長は、前項の申込書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるとき

は、当該申込者に対し補助金を交付することができる。 

７ 本条の規定に関わらず、第７条の覚書を締結している市町で肺炎球菌予防接種を受け

る場合の取扱いは、当該覚書のとおりとする。 



 

（豊中市民以外の市内接種） 

第９条 第７条の覚書を締結していていない市町村に居住する者が、当該市町村長が発行

した第８条の依頼書により、豊中市内の医療機関で肺炎球菌予防接種を受けた場合、医

療機関は、第５条第２項の規定に関わらず、当該接種にかかる費用の実費を被接種者か

ら徴収するものとする。また、豊中市長は当該依頼書を発行した市町村長の求めに応じ、

実施報告を行うものとする。 

 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から実施する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 



別表第１（協力医師への委託料） 

区分 協力医師への委託料 

接種 １件につき 8,871円 

接種不可 １件につき 3,223円 

 

別表第２（一部負担金） 

区分 被接種者の一部負担金 

接種 2,000円 

 

 


